介護給付適正化計画の検証・見直しについて
１．「介護給付適正化計画」策定時に設定した目標の達成状況、適正化事業推進のために保険者に取り組んでいただくことを期待した事業の取組状況及び結果（効果）、目標達成に向けて都道府県が行った支援策及び支援による効果・・・①－ア－ⅰ
(1) 目標の達成状況
大阪府では、下記の６つの事業を重要事業として計画し、各保険者において取組みを行ってきた。平成21年度で一部の事業が未実施の保険者を対象に、10月初旬ヒアリングを実施。実施保険者での取組を説明するなどした結果、全ての保険者で実施又は実施に向けて検討中である。
（各年度における事業実施率）
	
	平成２０年度
	平成２１年度

	1 要介護認定の適正化
	９５％
	１００％

	2 ケアプランの点検
	５６％
	８８％

	3 住宅改修の適正化
	６３％
	９５％

	4 医療情報の突合
	５９％
	８５％

	5 縦覧点検
	１００％
	１００％

	6 介護給付費通知
	１００％
	１００％


(2) 適正化事業推進のために保険者に取り組んでいただくことを期待した事業の取組状況及びその結果
　①　要介護認定の適正化
　　（期待した事業）
· 認定審査会前に、認定調査の各資料間の矛盾の有無を確認する。
· 更新及び区分変更申請に対する市町村職員による認定調査の実施。
（取組状況・結果）
方法や実施件数は、各保険者により差が見られるものの、それぞれの体制に応じて適切に事務を進めつつある。
また、認定調査員の質の向上を目指し研修や同行調査の実施、また事務作業の効率化など工夫した取組みも見られる。他、不正の温床となる可能性が高い高専賃入居者への認定調査は市職員が行うなど、新たな課題に対応する方策も見られる。
申請件数の増加を危惧する意見もあるが、適正な介護給付を維持するためには、入口である適正な認定が必要不可欠であり、事業の継続、かつ、より一層の取組が必要と思われる。
　②　ケアプランの点検
（期待した事業）
「利用者の自由な選択を阻害していないか」「自立支援に資するものとして十分な内容となっているか」「真に必要なサービスが適切に位置づけられているか」の視点で各被保険者のケアプランを点検する。　
（取組状況・結果）
　　　　事業所にケアプランの提出を依頼し、面談で点検する方法の他、ケアプラン点検支援ソフトの活用など、保険者により実施方法は様々である。
前者の方法では、専門知識・技術が必要な項目であり、介護支援専門員資格のある担当者が不在の保険者では、地域包括支援センターとの連携や、外部委託など、実施体制などでの工夫が見られる一方、組織的協力が得られない又は予算措置されない保険者では実施が進まないのが現状である。
また、保険者独自の取組みとして、高専賃・生活保護受給者に対し、ケアプランの点検を通じて給付の確認を行うなど、新たな課題に対応する方策も見られる。
実施保険者の事例紹介や研修の充実などにより、事業の継続、かつ、より一層の取組が必要と思われる。
3 住宅改修等の点検
ⅰ　住宅改修の点検
　　（期待した事業）
　　　　現地調査において、ア）利用者の状態から見た必要性、イ）利用者自宅の環境から見た必要性、ウ）金額の妥当性、エ）適正な施工が行われたかどうかの確認、を事前・事後、項目により事前又は事後に訪問調査を行う。
（取組状況・結果）
　　　　取組方法や実施率など、保険者により差が見られるものの、建築士、PT、OT、福祉住環境コーディネーターなどを直接雇用する又はこれらの有資格者を有する団体に委託し、専門的な知識を踏まえた指導を行う工夫が見られた。また、申請に当たり工事の必要性をケアマネ等に徹底して確認する、利用者向けアンケートなどで現地調査に代えるなど、事前・事後の調査のあり方を問う意見も見られた。
　　　　一方、金額の妥当性に関する審査方法や、不適正業者の情報共有などを希望する意見もあり、申請の審査方法や工事の検査方法など実施方法等について検討する必要がある。
　　　ⅱ　福祉用具購入・貸与に関する調査
（期待した事業）　大阪府計画では目標設定等はしていない。
（取組状況・結果）
　　　　「縦覧点検」（「軽度の福祉用具貸与品目一覧表」）により、申請時等にケアプランや理由書の確認による必要性のチェック。「医療情報の突合リスト」で入院中の貸与などのチェックを実施。
4 医療情報との突合等
ⅰ　医療情報との突合
　　（期待した事業）
　　　　介護保険における給付内容等と医療保険における給付内容等を突合し、疑義内容があれば事業所等に確認し、必要に応じて過誤申し立て等を行う。
（取組状況・結果）
　　　　多くの保険者で20年度に作成した「医療情報との突合マニュアル」に沿って、「独自絞込みリスト」等による突合を実施。
　　　ⅱ　縦覧点検
（期待した事業）
　　国保連に3帳票以上について点検及び過誤調整を委託する。
（取組状況・結果）
　　　　計画実施前より、実施率は100％。提供される帳票の点検を独自に実施している保険者や、活用方法など、事例紹介や研修等の実施を要望する意見もあり、今後、事業の実施方法について検討する必要がある。
　　⑤　介護給付費通知
　　（期待した事業）
　　　　利用者ごとに直近数か月の利用実績を記載した給付費通知書を作成し送付する。
（取組状況・結果）
　　　　多くの保険者で12か月分送付されている。
保険者の中には、費用対効果について疑問視する声があり、「実施月数を減らすなどしても牽制効果はある」とする意見も出ている。
　　⑥　その他の事業
　　　（取組状況・結果）「介護相談員派遣等事業」については、次のとおり事業が拡大した。
　　　　・事業実施市町数　　　 32市町（平成20年6月） →   33市町（平成22年6月）
　　　　・介護相談員数　　　　 362名（平成20年6月） →   392名（平成22年6月）
　　　　・派遣先事業所数　　1,109箇所（平成20年6月） →1,220箇所（平成22年6月）
（３）目標達成に向けて都道府県が行った支援策及び支援による効果　
①介護給付適正化計画評価検討会
○ 各年度の事業の進捗状況については、「介護給付適正化計画評価検討会」を立ち上げ、課題を抽出し、支援策を検討した。
○　保険者による適正化事業の推進に係る支障についての調査結果から、「ノウハウや予算、体制整備」がネックとする意見が多かったため、下記のとおり実施方法の研修やマニュアル作り、工夫事例の情報提供などを実施した。
・　研修会（医療情報の突合、住宅改修、ケアプラン点検）
・　マニュアル作成（医療情報の突合）
・　情報提供（実施中の保険者から情報を得て、今後実施していく保険者に先進事例として情報提供）
　　　支援策の実施の結果、計画の達成状況は22年度中にほぼ100％となる見込み。
　②府の支援事業
大阪府介護給付適正化計画では、次の項目について「府が行う適正化事業・支援策」として計画に位置付け、介護保険制度の適正な運営の確保、保険者の適正化事業の支援を実施。
○　指導・監査の充実等
　　　・　府が実施する指導・監査へ保険者が同行。府及び保険者による調査を同時に行うことで効率的・効果的に指導・監査を実施。
· 集団指導、指定時研修等における事業者への制度周知により適正なサービス提供を確保。
○ 介護サービス利用者等に対する制度等の周知
　　ホームページ、パンフレット等による広報を実施し、利用者の意識を啓発。
○　苦情並びに通報情報等の把握、分析及び共有
市町村、国保連合会、大阪府に寄せられた苦情を収集し、関係機関に提供して情報共有。
○　認定調査員等研修事業の実施
　　要介護・要支援認定の適正を確保するため、認定調査員や審査会委員に対する研修、研修用教材の作成、情報提供等を実施。
○　国保連合会との積極的な連携
· 介護給付適正化計画評価検討会への参加を要請、適正化事業推進のための情報提供や意見交換を実施。
· 国保連の協力のもと「医療情報の突合マニュアル」を作成。さらに国保連から医療情報との突合情報についての「独自絞込みリスト」を配信し保険者を支援。　　
　　○　その他
· 規模別意見交換会の開催
規模（被保険者数）が同程度の保険者ごとに５つのグループを作り、適正化事業に効率的に取り組むための工夫等の意見交換を実施。

２．「介護給付適正化計画」策定時以降に新たに認識した適正化事業推進に係る課題、課題を解決するための取組内容及び取組結果・・・①－ア－ⅱ
(1) 指定・指導業務の権限委譲
　指定居宅サービス事業者の指定・指導業務に係る権限が平成23年度から順次、市町村に委譲されることに伴い、府及び市町村が行う適正化事業について、さらに効率的な実施方法の検討などの見直しが必要である。
(2) 高専賃等における生活保護受給者等に対する給付適正化
　高専賃等に入居する生活保護受給者に対するサービスの適正化（いわゆる「貧困ビジネス」への対応）について、実態把握が難しいこと、所管する機関や部署がまたがるため関係機関の連携が必要であることなどから、効果的な対応方策の検討が必要である。
(3) 保険者ごとに異なる対応　
給付適正化事業を実施している保険者間における取組み内容の差異、事業者に対する対応
の違いが生じていることから、厳格な取組みをするほど事業者の反発を招く場合がある。
※上記項目については今後の課題と認識しており、(1)及び(2)については具体的な対応方策の検討が、(3)については適正化事業の効果的な取組み、先進的な事例を国において全国的に情報収集し、各保険者に情報提供するなどの情報交換や統一的な実施基準の検討などが必要と考えられる。
３．小規模保険者への配慮、国保連との連携、介護給付適正化システムの操作方法や分析方法等の指導等に係る、具体的な取組内容及び取組結果・・・①－イ
(1) 「規模別意見交換会」の運営
　　　大阪府内には、政令市（２市）、中核市（２市）のほか、大規模な都市もあれば、町村もあり、保険者それぞれの間で、適正化事業のために活用できる人材、予算等の差が大きい。そのため、エリアを越えて、ほぼ同規模の保険者同士で意見交換を行うことで、実際に活用可能な実施例等について情報交換することができ、事業推進の参考とすることができた。
(2) 「適正化計画評価検討会」の運営
　　　府、保険者の代表及び国保連で構成する標記検討会において、府や保険者の適正化の具体的な取組みや支援方策等に関して協議し、支援策を実施することで、平成22年度において実施目標がほぼ達成できる見通しとなった。
(3) マニュアルの作成
　府、市町村並びに国保連の連携により作成した「医療情報との突合マニュアル」は、各保険者において事務職員が医療情報の突合を行うために活用されており、事業推進に寄与している。
４．「介護給付適正化計画」の総合的な検証、検証結果、現行計画の見直しすべき点及び平成23年度以降の計画、事業内容、目標等についての提案、意見・・・①－ウ
（総合的な検証）
主要事業については、いずれの事業も不適正な支出の是正・抑制に効果があると考える。
「事業に要した費用」は、点検等作業労働が主なため、人件費と給付費通知では発送経費が多く、地域支援事業から財源が充当されているものの、比率は低く、一般財源から充当されている。
「事業の効果額」は、「ケアプランの点検」「医療情報の突合」や「縦覧点検」などは、過誤調整等の金額的な効果となって表れるが、適正化事業を継続して実施していくほど、適正化の効果（一度過誤を指摘された事業者が過誤を繰り返さなくなること等）により、過誤は減少していくため、適正化事業を実施しなかった場合と比較して、効果を算出することが難しくなる。
「介護給付費通知」については、利用者が自らサービス利用状況を確認するものであることから、事業者の不適正な請求に対する抑制に主に効果がある。
また、「認定訪問調査の点検」などは金額的な効果算出が難しく、効果測定に当たってはさらなる工夫が必要である。「住宅改修の適正化」については、標準的な材料費や工事費の目安がないため、明らかな不適正工事以外は、適正化による効果を金額により算出することはできない。
適正化事業は、事業所の不適正支出に対する抑止効果に大きな意義があり、継続することに意味があると考えられる。金額により効果を算出することができないもので、それだけで判断すべきではない。
なお、金額的効果以外の効果として、事業者に対するけん制効果だけでなく、例えば、事業者と保険者の間で連絡がしやすくなったとか、相談を受けるようになったなど、事業者との信頼関係の構築などがあげられる。
（現行計画の見直しすべき点）
(1) 認定訪問調査の点検
現状で審査会前に全件チェックが実施されている。申請件数の増加を危惧する意見もあるが、適正な介護給付を維持するためには、入口である適正な認定が必要不可欠であり、事業の継続、かつ、より一層の取組みが必要。
(2) ケアプランの点検
過誤の発見よりも、利用者の必要性に応じたサービス提供に重点を置き、ケアマネの研修の充実等を図るべき。先進的効果的な実施事例の紹介や点検実施者の研修充実などにより、事業の継続、かつ、より一層の取組みが必要。
　　
(3) 住宅改修の適正化
保険者によっては膨大な申請件数の処理が必要であり、現地調査に代わる申請時の徹底した確認や利用者アンケート、金額の妥当性に関する審査、不適正業者の情報共有などによる効果的な適正化事業の実施の検討が必要。
また、地域や事業者により工事や製品の価格に開きがあるため、標準価格や実績の公表など、価格に関する情報の充実、提供が必要。
(4) 医療情報の突合
「医療情報との突合マニュアル」や「独自絞込みリスト」の活用によりほとんどの保険者が適正化事業を実施しているが、突合による過誤調整を主体的に進めるため、医療に関するレセプト情報の共有や閲覧を可能とするなど、さらなる情報共有についてルール作りが必要。
(5) 縦覧点検
国保連への委託により、点検実施率は100％（ただし3帳票のみ）。
国保連から提供される他の帳票についても独自に点検を実施している保険者もある。各帳票の活用方法など先進的効果的な事例の紹介やシステムや各種帳票の活用についての研修等の充実を要望する意見もあり、今後、事業のさらに効果的な実施方法について検討が必要。
(6) 介護給付費通知
費用対効果について保険者から疑問を呈する意見があり、回数の減少や事業廃止についての要請も一部にある。しかしながら、『大阪府適正化計画評価検討会』における協議では、事業者への抑止効果、利用者への啓発ツールとしての評価があり、事業としては継続するべきと考える。今後は効果的な実施方法の工夫・改善（通知の文面や説明、記載する情報の内容など）が必要。
(7) 平成23年度以降の計画、事業内容、目標等についての提案、意見
○３年間の実施状況、事業に対する評価を踏まえ、事業内容の精査や実施手法の検討が必要。
たとえば、「介護給付費通知」では、内容をよりわかりやすくしたり、利用者がケアプランの実施状況を点検できるような内容にする等の取組みや、「住宅改修」や「福祉用具貸与」について、現状では公定価格を定めず、現に要した費用の額により保険給付する仕組みとなっており、同一製品における価格やサービス内容にばらつきがあるため、利用者、介護支援専門員等に対する実勢価格などの情報提供の取組み等が必要と考える。
　○保険者によっては、使い方がわからない等の理由により、国保連の適正化システムが十分活用されていない状況があるため、研修の充実やシステム改善などの取組みが必要である。
　○今後、指定・指導業務の権限が市町村へ委譲されることとなっており、こうした権限と介護給付適正化事業との複合的な実施により、保険者の介護保険運営の適正化がより一層図られるものと考えられる。後継計画の策定に当たっては、こうした保険者の権限強化の視点も取り入れ、効果的な方策を検討されたい。
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